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区内事業所アンケート調査追加分析  

 

 区内事業所アンケート調査の追加分析として、下記の通り、①地域別、②従業者規模別、③創業年別に

特性を分析した。 

 

１．地域別特性 

（１）地域別事業所数 

〇「落合」「柏木」「西新宿」「大久保」「若松」「箪笥」では、卸売業、小売業が第１位となっている。 

〇飲食店が多い「新宿駅周辺」及び「戸塚」では、宿泊業,飲食サービス業が１位、印刷業の集積がある

「榎」では製造業、「四谷」では学術研究,専門・技術サービス業が第１位となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：平成 26年経済センサス-基礎調査 
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第１位 学術研究，専門・技術サービス業 1,270 件（18.6％) 

第２位 卸売業，小売業 1,089 件（16.0％) 

第３位 宿泊業，飲食サービス業 1,089 件（16.0％) 

第１位 卸売業，小売業 559 件（17.5％) 

第２位 宿泊業，飲食サービス業 557 件（17.4％) 

第３位 学術研究，専門・技術サービス業 375 件（11.7％) 

第１位 製造業 435 件（19.4％) 

第２位 卸売業，小売業 365 件（16.3％) 

第３位 不動産業，物品賃貸業 282 件（12.6％) 

第１位 卸売業，小売業 280 件（22.1％) 

第２位 宿泊業，飲食サービス業 161 件（12.7％) 

第３位 不動産業，物品賃貸業 154 件（12.2％) 

第１位 卸売業，小売業 431 件（17.3％) 

第２位 宿泊業，飲食サービス業 413 件（16.5％) 

第３位 不動産業，物品賃貸業 386 件（15.5％) 

第１位 宿泊業，飲食サービス業 588 件（16.9％) 

第２位 卸売業，小売業 556 件（16.0％) 

第３位 不動産業，物品賃貸業 467 件（13.5％) 

第１位 卸売業，小売業 487 件（22.8％) 

第２位 不動産業，物品賃貸業 339 件（15.8％) 

第３位 宿泊業，飲食サービス業 202 件（9.4％) 

第１位 卸売業，小売業 471 件（17.1％) 

第２位 学術研究，専門・技術サービス業 433 件（15.7％) 

第３位 不動産業，物品賃貸業 392 件（14.2％) 

第１位 宿泊業，飲食サービス業 1,710 件（42.8％) 

第２位 卸売業，小売業 993 件（24.9％) 

第３位 生活関連サービス業，娯楽業 336 件（8.4％) 

第１位 卸売業，小売業 1,185 件（22.7％) 

第２位 宿泊業，飲食サービス業 892 件（17.1％) 

第３位 サービス業（他に分類されないもの） 607 件（11.6％) 
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（２）地域別従業者数 

○「落合」「大久保」では卸売業,小売業が多く、早稲田大学がある「戸塚」では教育,学習支援業、東京女

子医科大学や国立国際医療研究センターがある「若松」では医療,福祉、印刷業の集積がある「榎」では

製造業、防衛省がある「箪笥」は公務が 1位になっている。 

〇「新宿駅周辺」は事業所数と同様に、宿泊業,飲食サービス業が１位、「西新宿」「四谷」「柏木」ではサ

ービス業が第１位となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

出典：平成 26年経済センサス-基礎調査 
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第１位 サービス業（他に分類されないもの） 19,520 人（19.5％) 

第２位 卸売業，小売業 19,155 人（19.1％) 

第３位 情報通信業 11,418 人（11.4％) 

第１位 公務（他に分類されるものを除く） 13,262 人（18.0％) 

第２位 製造業 9,594 人（13.0％) 

第３位 情報通信業 8,993 人（12.2％) 

第１位 製造業 5,873 人（23.8％) 

第２位 サービス業（他に分類されないもの） 4,261 人（17.2％) 

第３位 卸売業，小売業 3,200 人（12.9％) 

第１位 医療，福祉 7,771 人（32.2％) 

第２位 情報通信業 3,025 人（12.5％) 

第３位 卸売業，小売業 2,577 人（10.7％) 

第１位 卸売業，小売業 5,629 人（15.6％) 

第２位 情報通信業 5,219 人（14.4％) 

第３位 サービス業（他に分類されないもの） 4,415 人（12.2％) 

第１位 教育，学習支援業 14,758 人（28.8％) 

第２位 宿泊業，飲食サービス業 5,835 人（11.4％) 

第３位 卸売業，小売業 5,229 人（10.2％) 

第１位 卸売業，小売業 10,565 人（41.3％) 

第２位 サービス業（他に分類されないもの） 2,241 人（8.8％) 

第３位 教育，学習支援業 2,176 人（8.5％) 

第１位 サービス業（他に分類されないもの） 16,162 人（27.0％) 

第２位 情報通信業 13,465 人（22.5％) 

第３位 卸売業，小売業 6,677 人（11.2％) 

第１位 宿泊業，飲食サービス業 19,770 人（32.4％) 

第２位 卸売業，小売業 15,267 人（25.0％) 

第３位 サービス業（他に分類されないもの） 7,665 人（12.5％) 

第１位 サービス業（他に分類されないもの） 52,827 人（22.3％) 

第２位 情報通信業 36,011 人（15.2％) 

第３位 卸売業，小売業 30,631 人（13.0％) 
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（３）アンケート結果の地域別集計 

①経営状況 

○「新宿駅周辺」「西新宿」「柏木」の JR 新宿駅周辺の集積地は交通の利便性も高く、経営状況が「良

い」が10％を超えている。一方「落合」「榎」「若松地域」では「悪い」が 40％を超えており地域差

が生じている。 

 

 

 

②後継者の有無 

○「決まっている」「候補がいるが決まっていない」「候補がいない」は各地域10～20%台で、地域で

の差異はあまり見られない。 

〇「新宿駅周辺」「西新宿」では、「まだ決める必要がない」の比率がやや高くなっている。 

〇I「落合」では廃業の予定が23.0%（115 件）を占めており、当地域は生活に密着した小売業や染色

業の集積がある地域でもある。 

  



資料２ 

4 

 

③地域別創業年 

〇「100 年企業」である「～1914 年」は「箪笥」では、3.6％と他地域と比較して、やや高くなって

いる。 

〇2005年以降の創業を見ると、「柏木」では 19.2％、「新宿駅周辺」が16.4％となっており、一方で

「落合」「榎」はそれぞれ7.2％、9.2％と10％を下回っている。 
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④新宿区における事業環境 

A．新宿区に事業所があるメリット 

○全体では、「通勤の利便性」や「顧客が近い」等が上位にきており、立地上の利便性が評価されている。 

○箪笥や榎では、印刷業の集積地であることから、顧客や仕入れ先のとの近接性や、外注先や同業者が多

いことが評価されている。 

○大久保は「他区と比べて家賃が安い」がやや高くなっている。 

○落合、柏木では地域での小売業が多いことから「顧客が近い」が高くなっている。 

○新宿駅周辺はまちのブランド力や来街者の多さ、多様な起業・人との交流、新しいものを生み出す風土

が他地域より高くなっており、新宿のイメージを代表する地域となっている。 

○西新宿は、都庁・官庁の近接性やビジネス情報が入手しやすいことが高くなっている。 

 

 

 

B．事業活動を行う上で期待できる新宿の強み 

○全体では、「交通環境の利便性」や「まちのブランド力」「多様な企業・人との交流・連携」等が上位に

きている。 

○戸塚は早稲田大学があることから、大学研究機関との連携、学生の活用が他地域と比べて高くなってい

る。 

○新宿駅周辺はまちのブランド力や来街者・訪日外国人観光客の増加、飲食店・小売の集積が高く、来街

者の受け皿となっている。 

○西新宿は、オヒィスビルや企業向けのビジネスが集積していることから、通勤者・ビジネス客の増加、

多様な企業・人との交流・連携、大企業・外資系企業の転入等が高くなっている。 
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⑤新宿区産業振興の方向性 

○新宿区産業振興の方向性について、「まちのブランド力向上」「ネットワークづくり」「観光を活用した

事業展開」「東京オリンピック・パラリンピック開催を活用したビジネス展開」「創業支援」では、新宿

駅周辺で関心が高くなっており、新宿駅周辺を核とした取組みと他地域への波及効果が期待される。 

 

 

 

２．従業者数規模別集計 

①業種別従業者数規模 

〇不動産業、生活関連サービス業では「4 人以下」が７割台を占め、情報通信業、宿泊業、サービス業で

は 20人以上の比率が比較的高くなっている。 
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②事業の見直し・変更 

○4 人以下では、「一度も変えていない」が 60.1％で、従業者数規模が小さいくなるほど、変えていない

比率が高くなっている。 

 

 

③後継者の有無 

〇「決まっている」の比率は10～20％台で、従業者規模で大きな差異はみられない。 

〇「100 人以上」では「まだ決める必要がない」が約半数を占めている。 

〇「候補がいない」は従業者規模が小さくなるほど、比率が高くなっている。 

〇「4 人以下」では「廃業の予定」が 22.4％を占めている。 

 

 

④東京オリンピック・パラリンピック開催を活かしたビジネス展開 

〇「東京オリンピック・パラリンピック開催を活かしたビジネス展開」については、「100 人以上」等の

従業者数規模が大きい方が、関心を持っている企業が多い。 
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３．業種別集計 

①創業年 

〇創業年が「～1914 年」の 100 年企業は、小売業が 37.1％を占め、次いで卸売業が 9.3％と続いて

いる。一方、情報通信業や専門・技術サービス業、飲食サービス業は 1995 年以降に比率が高くなっ

ており、比較的新しい創業となっている。 

 

 

②後継者の有無（廃業の予定） 

〇業種別後継者の有無をみると、「生活関連サービス業」「印刷業」「小売業」「飲食サービス業」で、廃業

を予定している事業所の比率が 20％を超えている。一方で、「サービス業」「宿泊業」「娯楽業」「情報

通信業」「不動産業」では10%を切っている。 
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５．事業内容 

 事業内容が経済センサスの産業分類と同分類である企業は 5,032社、異なる企業が 139社、その他無回

答等が 582社だった。 

 売上高に占める割合が 2番目に高いものの業種をみると、売上高に占める割合が最も高いものが不動産

業でない企業のうち 22社が不動産業としており、不動産業を副収入としていることが推察される。うち、

2社が総売上高の 50％、10社が 10％以上 50％未満、8社が 10％未満、2社が不明である。 

 売上高に占める割合が最も高いもので、経済センサスの産業分類と異分類で不動産業となっている 67

社のうち 5社は 2番目に高いもので、経済センサスと同分類の業種をあげている。 

 

 

 

  

 

 

  

 

売上高に占める割合が最も高いもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計：5,753社 

経済センサスの産業分類と同分類 

5,032社 

経済センサスの産業分類と異分類 

139社（うち不動産業 67社） 

無回答等 

582社 

売上高に占める割合が 2番目に高いもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計：5,753社 

不動産業（売上高に占める割合が

最も高いものは不動産業でない） 

22社 

経済センサスと同分類 

5社 


